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A案 B案 C案

指定地域 甲賀 甲賀＋湖西 その他

指定単位 二次医療圏 二次医療圏 二次医療圏ほか

概要 厚生労働省が提示する候補区域（ス
ライド15参照）

診療所医師偏在指標上の下位33.3%
の区域（スライド18参照）

客観的なデータに基づき、A案B案以
外の圏域からもスポット的に地域を
選定

メリット 医師少数区域の医師確保を推進
することで、医師の地域偏在の
是正が期待できる。

比較的診療所医師が不足する圏
域の医師確保を推進することで、
診療所医師の地域偏在の是正が
期待できる。

圏域にこだわらず地域をスポッ
ト的に指定することで、医師少
数区域以外の中での地域偏在の
是正まで期待できる。

デメリット 甲賀圏域以外の圏域の診療所医
師の確保にはつながらない。
甲賀圏域内にも地域偏在がある。

甲賀・湖西圏域以外の診療所医
師の確保にはつながらない。
甲賀・湖西圏域内にも地域偏在
がある。

多くの地域を選定した場合、事
業の目的である地域偏在の是正
につながらない恐れがある。
（予算の範囲内での実施のた
め。）

重点医師偏在対策支援区域の選定方法（案）

今後も一定の定住人口が見込まれるものの、必要な医師が確保できず、人口減少よりも医療機関の減少のスピードの方が早い地
域などを設定。（基本は二次医療圏単位だが、都道府県の裁量により、さらに細かい単位での選定も可能。）

（※1）重点医師偏在対策支援区域における診療所の承継・開業支援事業における重点医師偏在対策支援区域と、令和８年度からの経済的インセンティブ
（スライド８参照）における同区域は別に設定することも可能。また、同区域は適宜見直すことも可能。
（例：診療所の承継・開業支援事業は診療所医師偏在指標上の下位33.3%の区域とし、経済的インセンティブは病院医師偏在指標の下位33.3%にする 等）
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（※2）診療所の承継・開業支援事業を実施するためには、支援区域および支援対象医療機関等を定めた「専攻的な医師偏在是正プラン」を都道府県に
おいて策定する必要がある。（支援する理由等を整理する必要あり。）



診療所の承継・開業支援事業を実施する場合の事務の流れ（※）
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地域医療対策協議会および保険者協議会において協議、決定

重点医師偏在対策支援区域の検討

支援対象医療機関の検討

地域医療対策協議会および保険者協議会において協議、決定

（※）別途、予算確保が必要。実施の可否を含め検討を進める。

１
段
階
目

２
段
階
目

【参考】医師偏在指標（病院・診療所）

出典：「2023年病院・診療所医師偏在指標に係るデータ集」（厚生労働省）
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